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【
こ
の
章
の
エ
ッ
セ
ン
ス
】

●
国
際
課
税
制
度
で
は
大
き
な
改
正
は
行

わ
れ
て
い
な
い
が
、改
正
さ
れ
た
制
度

に
つ
い
て
適
用
関
係
を
確
認
の
う
え
、

申
告
実
務
の
対
応
を
図
る
必
要
が
あ

る
。

●
外
国
子
会
社
配
当
に
係
る
二
重
課
税
の

調
整
の
見
直
し
で
は
、外
国
源
泉
税
等

の
損
金
算
入
制
度
と
外
国
税
額
控
除

制
度
の
そ
れ
ぞ
れ
の
適
用
要
件
を
確
認

し
、適
切
な
二
重
課
税
調
整
の
計
算
を

行
う
必
要
が
あ
る
。

●
過
少
資
本
税
制
の
見
直
し
で
は
、制
度

の
適
用
要
件
に
お
け
る
分
子
の
負
債
に

つ
い
て
、利
子
負
担
の
な
い
負
債
も
含

め
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
た
め
、判
定

に
お
け
る
負
債
の
集
計
漏
れ
が
な
い
よ

う
に
留
意
が
必
要
で
あ
る
。

●
国
際
金
融
都
市
に
向
け
た
税
制
措
置

は
、税
制（
法
人
税
、所
得
税
、相
続
税
）

に
よ
り
適
用
関
係
が
異
な
る
こ
と
に
留

意
す
る
他
、法
人
税
の
措
置
に
つ
い
て

は
金
融
庁
の
情
報
を
確
認
す
る
こ
と
が

重
要
で
あ
る
。

内
国
法
人
が
外
国
子
会
社

か
ら
受
け
る
配
当
等
の
額

に
係
る
二
重
課
税
の
調
整

の
見
直
し

内
国
法
人
が
外
国
子
会
社
か
ら
受
け
る

配
当
等（
配
当
受
領
額
に
つ
い
て
外
国
子

会
社
合
算
税
制
と
の
二
重
課
税
調
整
が
行

わ
れ
て
い
る
場
合
）に
係
る
外
国
源
泉
税

に
つ
い
て
は
、
外
国
子
会
社
配
当
益
金
不

算
入
制
度
の
適
用
の
有
無
に
か
か
わ
ら

ず
、
特
定
課
税
対
象
金
額
を
超
え
る
部
分

に
つ
い
て
も
源
泉
税
等
の
損
金
算
入
を
認

外
国
子
会
社
か
ら
の
配
当
の
二
重
課
税
調
整
な
ど

国
際
課
税
に
関
す
る
改
正
の

実
務
ポ
イ
ン
ト
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電
磁
的
記
録
の
改
ざ
ん
等
の
不
正
行
為

を
抑
止
す
る
た
め
の
担
保
措
置
と
し
て
、

ス
キ
ャ
ナ
保
存
が
行
わ
れ
た
国
税
関
係
書

類
の
保
存
義
務
者
の
電
磁
的
記
録
事
項
に

関
し
て
課
さ
れ
る
重
加
算
税
が
、
10
％
加

重
さ
れ
る（
電
帳
法
８
）。

ス
キ
ャ
ナ
保
存
が
行
わ
れ
た
国
税
関
係

書
類
の
保
存
義
務
者
は
、
改
正
後
の
要
件

を
含
め
た
保
存
要
件
を
満
た
さ
な
い
電
磁

的
記
録
に
つ
い
て
も
、
保
存
す
る
必
要
が

あ
る（
電
帳
法
８
）。

⑶
　
電
子
取
引
の
デ
ー
タ
保
存
制
度

に
つ
い
て
の
見
直
し

電
子
取
引
の
デ
ー
タ
保
存
制
度
に
つ
い

て
は
、
ス
キ
ャ
ナ
保
存
要
件
と
同
様
の
見

直
し
が
行
わ
れ
た（
タ
イ
ム
ス
タ
ン
プ
要

件
、
検
索
要
件
）（
電
帳
法
４
、５
）。

電
磁
的
記
録
の
改
ざ
ん
等
の
不
正
行
為

を
抑
止
す
る
た
め
の
担
保
措
置
と
し
て
、

申
告
所
得
税
、
法
人
税
お
よ
び
消
費
税
に

お
け
る
電
子
取
引
の
取
引
情
報
に
係
る
電

磁
的
記
録
の
保
存
義
務
者
の
そ
の
電
磁
的

記
録
の
保
存
義
務
者
の
電
磁
的
記
録
事
項

に
関
し
て
課
さ
れ
る
重
加
算
税
が
、
10
％

加
重
さ
れ
る（
電
帳
法
８
、消
法
59
の
2
）。

申
告
所
得
税
お
よ
び
法
人
税
に
お
け
る
、

電
子
取
引
の
取
引
情
報
に
係
る
電
磁
的
記

録
の
保
存
義
務
者
が
行
う
当
該
電
磁
的
記

録
の
出
力
書
面
等
の
保
存
を
も
っ
て
当
該

電
磁
的
記
録
に
代
え
る
こ
と
が
で
き
る
措

置
は
廃
止
さ
れ
、
改
正
後
の
保
存
要
件
を

満
た
さ
な
い
電
磁
的
記
録
に
つ
い
て
は
、
災

害
そ
の
他
や
む
を
得
な
い
事
情
が
あ
る
場

合
を
除
き
、
国
税
関
係
書
類
等
と
扱
わ
な

い
こ
と
と
さ
れ
る（
電
帳
法
７
）。
し
た
が
っ

て
、
現
行
制
度
で
は
書
面
に
出
力
し
て
保

存
す
る
こ
と
で
、（
書
面
に
よ
る
）帳
簿
の
要

件
が
認
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
が
、
改
正

後
は
簡
素
化
さ
れ
た
保
存
要
件
を
満
た
す

形
で
デ
ー
タ
保
存
す
る
必
要
が
あ
る
。

前
記
の
電
子
帳
簿
保
存
等
に
係
る
改
正

は
、
２
０
２
２
年
１
月
１
日
以
後
に
生
じ

る
ま
た
は
行
う
、帳
簿
の
備
付
け
の
開
始
、

保
存
を
行
う
国
税
関
係
書
類
、
法
定
申
告

期
限
が
到
来
す
る
国
税
、
電
子
取
引
の
取

引
情
報
に
つ
い
て
適
用
さ
れ
る（
改
正
法

附
則
１
五
ロ
・
チ
、
12
、
82
）。


